









その他のタイトル Participation and the problematic in school
evaluation system: the current state of



















































I期 2002年度 自己点検・自己評価 小学校設置基準等
平成 14年度 情報の提供
E期 2006年度 自己評価、外部評価 義務教育諸学校における学校評価
平成 18年度 ガイドラインの公表
































































































































































































































































































9 堀内 (2006: 10) は、~療や法曹も例として、専門職組織がその専門職性を「社会に承認されているにも
かかわらず、それらの行為に広く社会的な価値共有が必要とされるようになったj とし、外部からのチェッ
クに果たす保護者の機能とその第一義性について確認している。
10 堀内 (2006: 10-11)は、これまで多く用いられてきたザ自己評価』か『外部評イ面』かJという「異な
る次元の評価を対関係で捉えることにおいて意味をもたなしリと指摘しながら、「自己ー他者j関係からみて、
「学校の信判極主体』としての保護者jは、参加の領域や程度に検討を要すとしながらも、「関係者jとして
「他者評価jの主体であり、また「参加jによる意思決定の度合いによっては「自己評価j主体に転じると
いう意味で「二重性jを有すると指摘している。この場合、保護者・地域住民の「専門家評儲jはその可能
性を捨象されていると思われる。
11 筆者自身は、具体的な方法まで、のアイデ、アをもつに至っていないが、教育委員会の事業のなかには、学
校の運営や教育活動に関わる内容の評価も少なくない。ここに保護者・地域住民が関わることは、学校評価
システムの社会性や公共性の拡大に繋がるということはいえないだろうか。この場合、学校評価システムの
「学校jが単一の組織を指すものではなくなってしまうかも知れない。しかし、そもそも学校評価システム
に対して、議論され、期待される説明責任やアカウンタピリティというものが、学校という単一の組織の責
任において示すことのできる以上のものを負わされているということはなかろうか。なお、この観点は、筆
者自身が、平成21年度に或る市町村自治体で教育行政評価委員として関わっていることから問題意識となっ
fこ。
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